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【岩手】被災地への訪問・激励つづく－

岩手の被災地を訪問し激励を続けてい

る国分全農協労連委員長、岩手県農協労

組の舘野書記長、村田書記次長、本部の

星野書記の４名は、２３日いわて花巻農

協、新いわて農協の管内を訪問。救援物

資と全国や岩手の共同センターの支援対

策のニュースを配布しながら、激励にま

わりました。

いわて花巻農協の大迫支所・ライスセ

ンターでは、いわて花巻支部の菊池伊佐

夫代表（委員長）と懇談。センターとし

ては大きな被害はないということでした

が、一番困っているのは燃料。ガソリン

のほか、軽油、重油、ガスなども不足し、リフトなど仕事で使用する機械類を動かす燃料が不足するこ

とを心配していました。職員も自転車や乗り合わせで出勤しています。また、畜産を行っているこの地

域では、飼料が不足していて困っているということです。

同遠野支所では、農協の SS も燃料が十分に供給できず、組合員からは苦情も受けているということ

です。遠野統括支店は物資の中継地点として活躍しています。また、ここでも職員は、乗り合わせなど

しながら出勤しています。同支店は、共済などの業務が機能している支店のなかでは、釜石の被災地か

ら一番近いこともあり、組合員から「住宅ローンを払っている途中なのに、家が津波で流された」など

の心配の電話がかなり寄せられているということです。

同甲子支所は、釜石の津波被害地から一番近い支所です。釜石支所は津波の被害で壊滅。亡くなられ

た職員もいます。釜石管内の職員は、唯一残った甲子支所に多数結集していて、物資を支所内に集めな

がら復旧に当たっています。

新いわて農協管内では、津波被害の大きい山田支所の跡地を抜け、宮古中央支所で支所長などと懇談。

現地の被害状況と、取り組みをうかがいました。共済課の方との懇談では、「被災地は今は暗くはなっ

ていない。悲壮感はない」と、復興へと前を向き始めている様子を話されていました。

被害の状況は予想以上にひどく、元がどんな状況かまったく分からない所も多数ありました。宮古で

は、両脇に民家が残っている道路に漁船が横たわって、その横を車が走っているような光景でした。



【対策本部連絡先】

・E-mail ： info@nokyororen.ne.jp ・FAX ： ０３－３３７０－８３２９

・TEL ： ０３－３３７０－８３２７

【救援金 振込口座】（カンパであることが分かるように、メールや FAX でお知らせください）

・中央労働金庫 新宿支店 「全国農業協同組合労働組合連合会」口座（普通）1002964

・農林中央金庫 本 店 「全国農業協同組合労働組合連合会」口座（普通）4003330

東北地本対策会議、新潟（単）・全農協労連本部も合流して

３月２４日、大震災対策を地元で進めるために、東北地本としての打ち合わせを秋田市で行い、被災

の少なかった青森県農協労組の前田書記長、秋田県農協労の仲村書記長、山形県農協労組の齋藤書記長

が参加し、本部の宮浜書記長と、隣接する新潟農協労連・砂山書記長も合流しました。

会議では、各地の救援カンパを広げるとともに、現地が必要としている物資の調達についても検討す

ること、現地への激励オルグに取り組むことも確認しました。また、今後予想される被災地の労働者の

雇用・身分問題、生活相談への対応を現地と全農協労連で確立することも話し合われました。

全国食健連・農民連で農林水産省交渉実施

３月２４日、全国食健連・農民連は、大震災・津波

による農地の復旧対策や被害補償、福島県や茨城県の

一部で、農産物の放射能汚染が報道され、出荷規制が

始まるとともに風評被害も出始めていることに対す

る補償を含めた対策や、今年の稲作が難しくなってい

る地域がかなりあることを踏まえて、減反見直しや所

得補償などを要求して、緊急に農林水産省交渉を実施

しました。この交渉には、福島県南相馬市で被災した

農民も参加して行われました。

農水省は、破損した農地や施設の復旧には、激甚災

害の指定もあり９割は国負担・１割は地方負担で、状

況によっては事後審査も含めて急ぎたいと答えました。また、放射能被害による出荷停止などは東電と

国が責任を持つこと、風評被害についても因果関係が認められれば補償の対象になると答えました。代

表団は、検査のきめ細かな実施や検査機材の整備、正確な情報を消費者に伝えることを要求し、量販店

などが放射能汚染とは無縁の米の産地を問題にするなど風評被害を拡大している事への対策を求めま

した。

減反の見直しについては、現在被害状況を調査しており、状況によっては生産目標の県を超えた調整

を含めて対応する考えであることを説明しました。また、ＴＰＰ参加の検討は棚上げすべきだという要

求には、官邸が地震対策で忙殺され考えが表明されていないと説明するにとどまりました。


